
第１章 農村工学研究所の現場研究対応 

１．１ 沿革 

 農村工学研究所（以下、「農工研」という）は、1961 年度に国の試験研究組織である農

業土木試験場が発足した当初より，「防災及び災害対策」を重点研究課題に挙げ、新潟地震

（1964 年）では被災現地に 10 名の研究者を派遣し、その研究成果として翌年に第 1 号試

験場技報を発刊した。以降、十勝沖地震（1968 年）、新潟平野 6.26 豪雨（1978 年）、日本

海中部地震（1983 年）、兵庫県南部地震（1995 年）等、大規模な地震・豪雨災害時には研

究職員を被災地へ派遣し、災害対策上の技術支援と共に、災害及び防災に関する研究論文

を所技報等で発行し、国・県の農業農村整備技術者に各種研修・講義を行うなど、農地・

農業用施設の防災技術や災害対応力の向上に貢献してきた。2001 年 4 月、前身の独立行政

法人農業工学研究所設立に伴い、災害対策基本法の指定公共機関となり、2004 年の台風・

豪雨と新潟県中越地震等の度重なる災害、さらに 2006 年の農研機構農村工学研究所の改

組・設立後には、2007 年の能登半島地震と新潟県中越沖地震の災害対応でも、その研究成

果を農村工学研究所技報の特集号として発行してきた。 

 農工研は、2011 年に歴史的災害となった「東日本大震災」で過去にない全所的な災害支

援体制を敷き、被災現状と復旧対策を農業農村関係者に広く共有を図るため、5 月には東

京都内で技術支援報告会、11 月に復旧・復興技術支援・相談会、12 月に技術シンポジウム

を東北被災県内で開催するなど、翌年の所技報・特集号の発行と併せて、防災・減災技術

及び災害対策に関する研究・開発成果の積極的な発信・提供を行っている。 

 
１．２ 東日本大震災と農地・農業用施設被害 

平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分 01 秒、三陸沖、牡鹿半島の東南東 130km 付近、深さ 24km

を震源とするモーメント・マグニチュード（M）9.0 の地震（本震）が発生し、同日気象庁

は、「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」と命名した。本地震は、太平洋プレー

トと陸プレートの境界で発生した海溝型地震で、その規模は国内観測史上最大、世界でも

スマトラ島沖地震（2004 年）以来、1900 年以降では 4 番目に大きな巨大地震で、宮城県北

部で最大震度７、東北・関東 8 県で震度 6 以上など、東日本を中心に日本列島全体が大き

く揺れた。また、地震による津波遡上高は国内観測史上最大の 40.5m に上る大津波が発生

し、震源域に近い東北地方と関東地方の太平洋沿岸部で約 56,000ha が浸水し、うち農地は

約 23,000ha が冠水するなど、深刻な塩害と排水機能麻痺を引き起こした。未曾有の津波被

害に加えて、内陸部でも強震動によって農業用施設へ甚大な被害が生じた。特に農業用た

め池、ダム、パイプラインなど基幹施設の被害が大きく、福島県須賀川市の藤沼湖では決

壊氾濫により 8 名の死者・行方不明者を出す人命災害となった。 

東日本大震災を含め、過去 20 年間の農地・農業用施設被害額を図 1.1 に示す。各年の

被害総額は豪雨・台風被害も含め年間の平均的被害額が 1,000 億円程度に対し、2011 年は

震災被害額だけで 7 倍近い被害額であった。また、最大震度 7 を記録した新潟県中越地震

（2004 年）や兵庫県南部地震（1995 年）と比べても、それぞれ約 10 倍と約 26 倍の甚大な

被害が生じていた。 
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図 1.1 過去 20 年間の自然災害による農地・農業用施設被害額の推移 

 
１．３ 農村工学研究所の対応経過 

発災直後、農林水産省は 15 時 18 分に本省内に「地震災害対策本部」を設置すると共に、

農村振興局防災課は「地震災害に対する派遣要請」に関して農工研に連絡した。これを踏

まえ、農工研では農研機構の防災業務計画第 2 章第 3 節（支援本部の設置）の規程により、

同日 15 時 30 分に「災害対策支援本部」（以下、「支援本部」という）を設置した。この支

援本部の設置は、2004 年 10 月の新潟県中越地震災害以来 2 度目となった。支援本部では、

5 月 9 日までに 8 回の本部会議を開催し、震災からの復旧・復興支援に向けた全所的取り

組み体制を確立・確認すると共に、その後の震災関連の技術支援活動については、農工研

の所議で報告及び確認を行った。 

東日本大震災に係る農林水産省等からの派遣要請は 20 次に亘っており、発災後約一ヶ

月以内に緊急被災調査として 10 回の派遣要請があり、その後、復旧・復興に関する技術支

援が 10 回となった。派遣地域は東北管内 12 回、関東管内 7 回、北陸管内 1 回である（図

1.2 参照）。支援対象ではダム・ため池関係で 11 回と最も多く、続いて農地 7 回、水路・

パイプライン 5 回、海岸施設 3 回と続く。被災形態別では地震関係で 16 回、津波関連で 5

回、さらに関東管内では農地と水路・パイプラインの液状化に関する派遣要請にも対応し

た。県別派遣先としては、ダム・ため池の地震被害が大きかった福島県の 7 回が最も多く、

宮城県では津波被害に関係して 5 回、茨城県 3 回、栃木県 2 回、岩手県、千葉県、群馬県

が各 1 回となっている。 
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図 1.2 東日本大震災における派遣要請調査地位置図 

 

今震災が巨大津波を伴う広範かつ多様な被災を発生させていることから、3 月 24 日より

復旧・復興のための技術支援に係る農工研の独自調査でも被災地への職員派遣を開始し、

被災ダム・ため池等の復旧手法や津波被災農地の除塩、微細瓦礫、堆積土砂処理及び集落

移転を伴う土地利用調整等、被災現地で必要とされる様々な技術支援ニーズに対応する活

動をスタートした。発災直後に開催した支援本部会議では、当初、被害形態から支援分野

毎に技術班を編成して対応したが、その後、被害が面的に大きく広がり、技術支援の対応

内容が複雑かつ複合的なことが明らかとなり、現地活動を組織的、効率的、総合的にする

ため、支援本部の下に施設工学研究領域長を代表とする「復興支援プロジェクトチーム」

を設置し、5 月より「生命と生活を守る減災対策と地域復興」をテーマに取り組みを開始

した。 

なお、農工研の被災地技術支援は、発災以降、現在も続いており、表 1.1 の通り、平成

26 年度 9 月までに 2,112 人日が復旧・復興支援を目的に派遣されている。 

 

表 1.1 東日本大震災の復旧・復興に関する農工研からの派遣実績 

 

【東北地方】 【関東地方】

名取海岸
第4次

西郷ダム
第1,5次

羽鳥(ダム)
第1次

新宮川ダム
第２次

衣川1号ダム
第8次

赤田調整池
第7,20次

石巻
第9次

霞ヶ浦用水(パイプライン)
第10次

御前山ダム
第11次

矢の目ダム
第12次

十日町(地すべり)
第13次

稲敷市(液状化)
第14次

福島県下
第16次

烏谷ため池
第17次

赤坂ダム
第1次

藤沼ダム
第1次

岩根大池
第3次

青田新池
第3次

蛇の鼻上ﾉ池
第3次

蛇の鼻中ﾉ池
第3次

龍生ダム
第3,17次

三ッ森ダム
第3,5次

山ノ入ダム
第3次

細蕨池
第3次

鉄山ダム
第3次

亘理海岸
第4,15次

矢吹町(パイプライン)
第6次

栗原市(パイプライン)
第6次

定川海岸
第4次

迫川上流地区(パイプライン)
第8次

東北管内(ヘリ)
第8次

芳賀台地(パイプライン)
第10次

神崎町(液状化)
第14次

鳴沢貯水
池第19次

北総(パイプライン)
第18次

（人・日）  
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